
関東ブロック民俗芸能大会出演団体補助金交付要綱  
 
（総則）  
第１条 関東ブロック民俗芸能大会出演団体補助金（以下「補助金」という。）の交付に

関しては、群馬県補助金等に関する規則（昭和３１年群馬県規則第６８号、以下「規則」

という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。  
 
（目的）  
第２条 この補助金は、関東ブロック民俗芸能大会に出演する民俗芸能団体を支援するこ

とで、群馬県内に伝承されている民俗芸能の振興を図ることを目的とする。  
 
（補助対象団体事業者）  
第３条 補助対象団体事業者（以下「補助事業者）という。）は、群馬県知事（以下「知

事」という。）の推薦により、関東ブロック民俗芸能大会に出演する団体とする。  
 
（補助対象経費）  
第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表に掲げるとお

りとする。  
２ 補助対象経費は、１千円未満を切り捨てるものとする。  
 
（補助金の額）  
第５条 補助金の額は別表に掲げるところにより、予算の範囲内において知事が決定する。 
２ 補助金の交付決定額及び変更交付決定額並びに確定額は、１千円未満を切り捨てるも

のとする。  
 
（補助金の交付申請）  
第６条 規則第４条の規定により補助金の交付を受けようとするものは、補助金交付申請

書（別記様式第１号）を補助事業者が所在する市町村教育委員会（文化財保護に係る事

務を条例により地方公共団体の長が行う場合は市町村長。以下同じ。）を経由して知事

宛て提出しなければならない。  
 
（交付決定）  
第７条 知事は、前条の規定による申請書の提出があった場合には、規則第５条の規定に

よりこれを審査し交付決定を行い、交付決定通知書（別記様式第２号）を補助事業者が

所在する市町村教育委員会を経由して補助事業者に送付するものとする。  
 
（補助事業の変更）  
第８条 補助事業者は、補助対象経費又は補助事業の内容若しくは経費の配分に変更があ

った場合には、計画変更承認申請書（別記様式第３号）を補助事業者が所在する市町村

教育委員会を経由して知事へ提出し、その承認を受けなければならない。ただし、補助

対象経費の区分ごとに配分された額のいずれか低い額の２０パーセント（当該金額が５

万円未満の場合は５万円）を超えない額の相互間流用の場合、又は補助事業の目的及び



仕様に及ぼす影響が軽微であるとして知事が認める場合は除く。  
２ 知事は、前項の規定による申請があった場合には、これを審査し適当と認められたと

きは変更交付決定又は承認を行い、変更交付決定通知書（別記様式第４号）又は計画変

更承認通知書（別記様式第５号）を補助事業者が所在する市町村教育委員会を経由して

補助事業者に送付するものとする。  
３ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

は、補助事業者は速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。  
４ 補助事業者は、補助事業を中止し又は廃止するときは、知事に申請し承認を受けなけ

ればならない。  
５ 第３項の補助事業が予定の期間内に完了しない場合には、やむを得ない事由により交

付決定を受けた当該年度末までに完了しない場合を含む。  
 
（事業の着手）  
第９条 補助事業の着手時期は、交付決定のあった日以降でなければならない。ただし、

補助事業の効果的な実施を図るうえで緊急、かつ、やむを得ない事情がある場合はこの

限りではない。  
２ 前項の場合には、補助事業金の交付を受けようとする者は事前着手届（別紙様式第６

号）を補助事業者が所在する市町村教育委員会を経由して知事に提出しなければならな

い。  
 
（実績報告）  
第 10 条 規則第１１条の規定による実績報告書（別紙様式第７号）は、大会が完了した日

から３０日を経過した日、又は大会が完了した日の属する年度が終了した日から１０日

を経過した日のいずれか早い日までに、市町村教育委員会を経由して知事宛て提出しな

ければならない。  
 
（額の確定）  
第 11 条 知事は、前条の報告を受けた場合には、実績報告書等の書類の審査及び必要に応

じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付決定若

しくは変更交付決定若しくは変更承認の内容に適合すると認めたときは、交付すべき補

助金の額を確定し、額の確定通知書（別記様式第８号）により補助事業者が所在する市

町村教育委員会を経由して補助事業者に通知するものとする。  
 
（補助金の交付）  
第 12 条 知事は、前条に規定する通知を行ったときは、速やかに確定した額の補助金を支

払うものとする。  
２ 知事は、補助事業の遂行上、特に必要があると認めたときは、補助事業者に対し、概

算払いをすることができる。  
３ 前項の規定により概算払いを受けようとする補助事業者は、知事と協議のうえ、概算

払請求書（別記様式第９号）を補助事業者が所在する市町村教育委員会を経由して知事

に提出するものとする。  
４ 前条による補助金の額の確定時において、すでに確定額を超えて補助金の交付を受け



ているときは、当該補助事業者は、確定額を超えている部分に相当する額を、知事の定

める期限内に返還しなければならない。  
５ 補助事業がやむを得ない事由により当該年度末までに完了しない場合、知事は予算に

定めるところにより、翌年度に繰越して補助金を交付することができるものとする。  
 
（交付決定の取消）  
第 13 条 知事は、補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次の各号に掲げる場合

には、第６条に規定する交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することが

できる。  
（１）補助事業者が条例、規則若しくはこの要綱又はこれらの法令、告示若しくは要綱に

基づく知事の定め、処分若しくは指示に違反した場合  
（２）補助事業者が補助金を補助事業以外の用途に使用した場合  
（３）補助事業者が補助金の交付決定の内容又はこれに附した条件に違反した場合  
（４）交付決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要が

なくなった場合  
２   知事は、前項の取消をした場合において、既に当該取消に係る部分に対する補助金が

交付されているときには、期限を附して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるもの

とする。  
 
（書類の整備）  
第 14 条 補助事業者は、補助事業に係る収入、支出を明らかにした帳簿等を備え、証拠書

類とともに補助事業の完了した日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければな

らない。  
 
（財産処分の制限）  
第 15 条 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、知事が別に定める

期間を経過するまでは、知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に供してはならない。  
２ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても

善良な管理者の注意をもって管理するとともにその効率的な運営をはからなければなら

ない。  
 
（調査）  
第 16 条 知事は、必要があるときは、補助事業者に対して補助事業について報告をさせ、

又は必要な調査をすることができる。  
 
（補則）  
第 17 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。  
 
   附 則  
 この要綱は、平成１８年度分の補助金から適用する。  
  一部改正 令和２年４月１日  



 一部改正 令和５年４月１日  
  



（別表）  

 
  
 
補  
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 大会に出演するために要する経費  
  ・宿泊料  
  ・バス借り上げ代  
    （高速道路通行料金・保険料等を含む）  
   ・食事代（大会当日に係る早朝・深夜の食事代）  
   ・出演に係る衣装及び小道具等の整備にかかる経費  
       （消耗品購入費・クリーニング代等）  
  ・その他必要と認められる経費  
    （人件費等の経常的な運営費及び懇親会等の経費を除く）  
 


